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令和７年度イノベーション創出プラットフォーム事業（Fukushima Tech Create）      

 情報発信業務委託公募型プロポーザル方式募集要領 

 

 公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構（以下「イノベ機構」という。）

が実施する「イノベーション創出プラットフォーム事業（Fukushima Tech Create）情報発

信業務委託」（以下「本業務」という。）に係る委託候補者の選定にあたり、この募集要領に

基づき企画競争（以下「プロポーザル」という。）を実施する。 

 

１ 対象業務の概要 

（１）業務件名及び数量 

令和７年度イノベーション創出プラットフォーム事業（Fukushima Tech Create）

情報発信業務委託  一式 

（２）業務内容  

   令和７年度イノベーション創出プラットフォーム事業（Fukushima Tech Create）  

情報発信業務委託仕様書のとおり。 

（３）履行期間  

契約の日から令和８年２月２７日（金）までとする。 

（４）委託費の上限  

８，２５０，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

２ 担当部署（書類の提出先及び問い合わせ先） 

公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構 

福島オフィス 産業集積部 事業創出支援課 

所 在 地 〒９６０－８０４３ 福島県福島市中町１番１９号 中町ビル６階 

電話番号 ０２４－５８１－７０４５ 

F A X  ０２４－５８１－６８９８ 

 

３ プロポーザル参加者の資格要件 

  プロポーザルに参加する者（以下「参加者」という。）は、次に掲げる参加者の資格要

件（以下「資格要件」という。）全てを満たす者とする。 

（１）本業務の実施について、イノベ機構の要求に応じて即座に来所し、対応できる体制

を整えていること。なお、企業連合（本業務を共同連帯して受託するため、２以上の

法人を構成員として結成された共同企業体をいう）による参加も可とするが、その場

合は幹事法人を決めた上で、当該幹事法人が各種提案書類の提出を行うこととする。

ただし、幹事法人が業務の全てを他の法人に再委託することは認めない。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない
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者であること。 

（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしてい

る者若しくは再生手続開始の申立てがされている者（同法第３３条第１項に規定す

る再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成１４年法律第１５

４号）に基づき更正手続開始の申立てをしている者若しくは更正手続開始の申し立

てがされている者（同法第４１条第１項に規定する更正手続開始の決定を受けた者

を除く。）でないこと。 

（４）以下に該当する者が役員でないこと。 

ア 法律行為を行う能力を有しない者 

イ 破産者で復権を得ない者 

ウ 禁固以上の刑に処せられている者 

（５）参加者本人又は役員等が次の各号のいずれにも該当しないこと、及び次の各号に掲

げる者がその経営に実質的に関与していないこと。 

ア 役員等（応募者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与してい

る者を、応募者が法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結す

る事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、

暴力団又は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）。 

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者。 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

者。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用する

などしている者。 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している 

者。 

カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアか

らオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと

認められるとき。 

キ 参加者が、アからオまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の

購入契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、

イノベ機構が参加者に対して当該契約の解除を求め、参加者がこれに従わなか

ったとき。 

（６）政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条の規定によるもの）

及び宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条の規定によるもの）

でない者。 
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（７）委託候補者を決定する日前１年間、イノベ機構からの受注業務に関し、指名停止の

措置を受けていない者。 

（８）審査実施日前３年間、法人の事業等において刑法等の重大な法令に違反して処罰等

を受けていないこと。 

 

４ プロポーザルに係るスケジュール 

（１）企画提案募集期間        令和７年６月２０日（金）～７月８日（火） 

（２）審査会（プレゼンテーション）  令和７年７月１１日（金）を予定 

※ 審査会実施時間等の連絡について、応募者に対して速やかに通知することとす

る。 

 

５ プロポーザル参加関係書類の入手 

本要領、仕様書、様式等のデータについては以下のホームページ内の本業務募集ページ

からダウンロードすること（イノベ機構窓口、または郵送等での配布は行いません）。  

ホームページ URL: https://www.fipo.or.jp/  

 

６ プロポーザル参加表明書の提出 

 （１）提出期限    

令和７年７月３日（木）１７：００必着 

 （２）提出方法    

参加表明書（様式１）を郵送、持参、FAX または電子メールにて提出期限までに

提出するとともに、併せて電話でイノベ機構担当者宛にその旨を連絡すること。 

郵送の際には、封筒表面に「令和７年度イノベーション創出プラットフォーム事業

（Fukushima Tech Create）情報発信業務委託公募型プロポーザル参加表明書」と朱

書きで明記すること。また、郵送時には簡易書留を利用するなど、書類の送付記録が

残る方法で提出すること。 

 

７ プロポーザル企画提案に関する手続き 

（１）企画提案書等の提出 

ア 提出書類 

(ア) 企画提案書（様式２） 

(イ) 業務実施計画書（様式２－１） 

※ 企画提案者の特長を生かした説明書類や本業務の類似業務の受託実績等を

別紙形式で添付することは可とする。 

(ウ) 実施体制説明書及び担当者経歴書（様式２－２、２－３） 

(エ) 委託費概算見積書 

※ 任意様式による。原本一部、コピーを委託費内訳書の前に添付。 

https://www.fipo.or.jp/
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(オ) 委託費内訳書（様式２－４） 

(カ) 法人定款 

(キ) 法人の概要がわかる説明資料（パンフレット等） 

(ク) 直近２年間の事業報告及び決算資料 

(ケ) 登記事項証明書 

(コ) 暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式３） 

イ 提出期限 

 令和７年７月８日（火）１７：００必着 

  ※７月３日（木）１７：００までに「参加表明書」を提出していることが条件と

なることに注意。 

ウ 提出方法 

郵送または持参により、応募に必要な書類を正本１部、副本１部、電子媒体１部

を提出すること。（FAX 及び電子メールによる提出は受け付けません。） 

郵送の際には、封筒表面に「令和７年度イノベーション創出プラットフォーム事

業（Fukushima Tech Create）情報発信業務委託公募型プロポーザル企画提案書類

一式」と朱書きで明記すること。また、郵送時には簡易書留を利用するなど、書類

の送付記録が残る方法で提出すること。 

（２）留意事項 

ア 企画提案は参加者１者につき１提案のみ受け付けるものとする。 

イ 提出書類の作成、その他プロポーザルへの参加に要する経費は全て参加者が負

担するものとする。 

ウ 参加者がイノベ機構に提出した書類は返却しない。 

エ 提出された企画提案書等は、福島県情報公開条例（平成１２年条例第５号）に基

づく情報公開請求の対象となります。 

（３）不適格事項 

 本募集要領に定める手続き以外の方法により、参加者が審査委員または関係者に

本企画プロポーザルに関する援助を直接または間接に求めた場合、参加者が資格要

件等の条件を満たさない場合、条件に違反した提案を行った場合は、その参加者を失

格とする。 

また、提出書類が次のいずれかに該当する場合についても同様とする。 

ア 提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの 

イ 作成様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合しないもの 

ウ 記載すべき内容の全部または一部が記載されていないもの 

エ 誤字、脱字等により必要事項が確認できないもの 

オ 虚偽の内容が記載されているもの 

カ 委託費の上限額を超過しているもの 

（４）プロポーザルに関する質問事項 
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本募集要領に関して質問がある場合は、下記により受け付ける。 

ア 受付期間 

 令和７年６月２７日（金）正午まで 

イ 受付方法 

電子メール（jigyoshien@fipo.or.jp）にて受け付ける。 

   様式は任意とし、質問事項の他、以下の内容を明記すること。 

【記載事項】 

質問者に係る情報（企業等名、代表者名、部署名、担当者役職･氏名、連絡先

(電話･E-mail)）、質問したい事項を明確とするための情報（疑義事項が記載さ

れた書類名及びページ、行等）。 

なお、電子メールの件名（タイトル）は、「令和７年度イノベーション創出プ

ラットフォーム事業（Fukushima Tech Create）情報発信業務委託に関する質

問」とすること。 

ウ 回答方法 

受付けた質問は、質問事項と回答を併せてイノベ機構ホームページに掲載す

る。質問者については開示しないこととする。 

エ 回答期日 

令和７年７月１日（火）までに随時回答  

 

８ 委託候補者の選定 

プロポーザルの提案審査は、別途設置する審査会が行うものとする。 

（１）審査の観点 

参加者は、審査会当日に、先に提出した企画提案書に基づき、提案内容のプレゼン 

テーションを行い、審査会が以下の観点から審査を実施。 

最も優れていると判断する参加者・企画提案、及び次点者を選定するものとする。 

【審査の観点】 

ア 業務の実現可能性 

イ 業務の企画力 

ウ 業務を遂行する上での十分な知識・経験 

（２）結果の通知 

イノベ機構は、委託候補者及び次点者を選定した後、各参加者に関する決定内容に

ついて、速やかにメールにて通知するものとする。 

 （３）その他 

ア 見積額は、審査項目ではないものの、審査の結果、上位２社が同点となった場合

には、低価格者を最優秀者として選定する。 

イ プロポーザル方式により選定するのは、委託候補者であり、提案内容では無いた

め、提案内容の採用が約束されるものではない。 



6 

 

ウ 選定された委託候補者においては、提案内容の更なる検討等のため、必要に応じ

て、任意で追加資料の提出を求める場合がある。 

エ 選定されなかった参加者は、その通知が到達した日から起算して７日（土曜日及

び日曜日を除く）以内に、書面により選定されなかった理由についての説明を求

めることができる。また、その回答は、書面が到達した日から起算して１０日以

内に行うものとする。 

なお、説明請求に対する回答の内容は「請求者及び最優秀者の企業名と審査時の

総得点」をもって行うものとする。 

 

９ 契約の締結について 

本業務に関して最も優れた提案を行った者と契約用仕様書（プロポーザル業務委託仕

様書とは異なる）により、契約の締結交渉を行います。 

なお、この手続に参加した者が、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６

７条の４の規定のいずれかに該当することとなった場合、交渉の結果契約締結までに至

らなかった場合には、契約の締結を行わないことがあります。また、契約者が、暴力団、

暴力団員、暴力団関係企業、その他これらに準ずる者に該当する場合は契約締結を行いま

せん。 

これらの場合は、次点者と契約の締結交渉を行います。 

 

10 主なスケジュール 

令和７年６月２０日(金)  プロポーザルの募集要領をHPにより公告 

令和７年６月２７日(金)正午まで 質問書の提出期限 

令和７年７月 １日(火)  質問書への回答 

令和７年７月 ３日(木)１７時まで 参加表明提出期限 

令和７年７月 ８日(火)１７時まで 企画提案書提出期限 

令和７年７月１１日(金)予定  審査会（プレゼンテーション）の実施 

令和７年７月１４日(月)予定  審査結果の通知 

令和７年７月１４日(月)以降  契約締結 

 

 

 

 

 


